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不完全情報に基づく不確実性下の意思決定手法†

-S-S優 越構造-

竹 口 知 男＊・明 石 一＊

Decision-Making Method with Incomplete Knowledge under Uncertainty

- S-S Dominance-

Tomoo TAKEGUCHI* and Hajime AKASHI*

In the decision-making by maximizing the 
expected utility, it is important to identify 
utility functions and to assess the probability 
distributions for each alternative. In practice, 
however, it appears very difficult to do this 
in many cases. Therefore, it becomes neces-
sary to develop decision-supporting method on 
the basis of the obtainable partial knowledge 
of utility functions and probability distribu-
tions. One such method is by using the concept 
of dominance. The notions of dominance that 
can be applied to the maximum expected 
utility criterion are: (a) Stochastic Dominance, 
by which the alternatives are ordered by 
comparing structure of their probability distri-
butions under partial knowledge of utility 
functions, and (b) Statistical Dominance, by 
which the alternatives are ordered by com-

paring utility function values under partial 
knowledge of probability distributions. In this 

paper, stochastic dominance is first surveyed. 
Then, statistical dominance by Fishburn is 
extended, and by coupling the extended sta-
tistical dominance with stochastic dominance, 
Stochastic-Statistical (S-S) Dominance is deve-
loped. This dominance can be applied to the 
cases where only partial knowledge is available 
of both utility functions and probability dis-
tributions. Finally, the derived conditions for 
the S-S dominance are applied to an invest-
ment decision problem of stocks in Japan in 
order to see the feasibility of S-S dominance. 
By adding a reasonable criterion for incom-

plete knowledge of probability distributions, 
we can select the best alternative from among 
115 alternatives on the basis of the risk aver-

sion. It seems clear that S-S dominance does 

work as decision-supporting method under 

incomplete knowledge.

Key word: stochastic dominance, statistical domi-

nance, S-S dominance, decision-supporting method, 
expected utility

1. 緒 言

Von Neumann-Morgensternの 期待 効用仮説 に基

づ く不確実性下 の意思決定問題 において,効 用関数の

同定 な らび に各代替案 に対す る確率分布 の付与 が重要

な課 題 とな る.し か し,実 際 の 意思 決定問題 に お い

て,意 思決定者の選好構造を正確 に反 映 した効用関数

を同定す ることも,決 定 にお ける考察範 囲全体を同時

に考慮 した大局的な確率分布を完全 に付与 す ることも

共 に困難な問題である.こ の ため,効 用関数な らび に

確率分布 に関す る入手 可能 な部分 的情報のみ に基づ く

意 思決定支援手法の開発 が望 まれてい る.部 分的情報

に基づ く意思決定支援手法 の一 つ の 概念 と して 優越

構造の 概念 がある.期 待効用最大化 の 規範 に 適用可

能な優越構造 の概念 と して は,(a)確 率 的優越構造

(Stochastic Dominance, SD)1)～3)と(b)統 計 的優越

構造(Statistical Dominance)4),5)と があ る.SDは,

確率分布に関 して完全 な情報 が得 られ るが,効 用関数

に関 して は意思決定者 の リスクに対 す る選好態度(リ

ス ク回避な ど)と い う部分的情報 しか得 られな いとい

う情況の もとでの意思 決定支援手法 であ る.一 方,統

計的優越構造 は,効 用関数値 に関 して完全 な情報が得

られて いるが,確 率 分布 に関 しては不完全 な情報 しか

得 られな いとい う情況の もとでの意 思決定支援手法で

あ る.

本論文 では,一 属性意思 決定問題を 取 扱 う こ と と

し,ま ず確率的優越構造を概説す る.つ ぎ に,Fish-

burnら によ る統計的優越構造の確率分布 に 関す る情
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報 の不完全性を一般的な情況 に拡張 し,そ の拡張 され

た不完全情報の もとでの統計的優越構造 に対す る条件

(統計優位則,Statistical Dominance Rule)を 導 出す

る.さ らに,効 用関数な らびに確率 分布に関 して共 に

不完全情報 しか得 られない,と い う情況 に適用可能な

新たな優越構造の概念 として,SDと 統計 的優越構造

とを結合 させたS-S優 越構造(Stochastic-Statistical 

Dominance)を 定式化 する.そ の定式化の もとでのS-S

優越構造 に対 する条件(S-S優 位則,S-S Dominance 

Rule)を 考察す る.最 後 に,本 論文 で提案 され るS-S

優越 構造の意思 決定支援手法 と しての有効性 を検証す

るために,導 出され たS-S優 位則 を 株式投資銘柄決

定 問題 に適用す る.

2. SDの 概 要

属性Xの 特定の属性 レベルをX∈[a,b](注1)と し,

Von Neumann-Morgensternの 意味 での効用関数を

u(x)と する.さ らに,代 替案 の集合 をAと し,代 替

案A∈A, B∈Aに 対 して付与 され る分布 関数をそれ

ぞれ,F(x), G(x)と する と,期 待 効用最大化 の 規範

はつぎのよ うに表 わせ る.

［公理］

A≧Bな らば,E［u,F］ ≧E［u,G］ で ある.こ こに,

A≧Bは 意思決定者の選好判断 と して代替案AがBと

同等以上 に好 ま しいことを表わ し,E［u,(・)］ は分布

(・)に 関す る効用関数u(x)の 期待作用素を表わす.

期待効用仮説 においては,意 思 決定者の効用関数が

一意的 に存在す るもの と仮 定 され るため
,上 記公理の

もとで は,代 替案間の選好順序 づけ と各代替案 に対す

る分布関数間の選好順序 づけ とは同値な関係であ る.

したが って,本 節な らびに4節 においては,代 替案間

の選好順序づけを考察す る代 わ りに分布 関数間の選好

順 序づけを考察 する.

効用関数に対す る部分的情報の拠 り所 とされる効用

関数族 をつ ぎのよ うに定義す る.

【定義1】

効用 関数u(x)の1次,2次,3次 導 関数を それ ぞ

れu′,u",u"と す ると,

CUB= {u1 uECI
, u'>o}, 

CU2={uIuEC2 , uECUI, u"<0}, 
C]3= {u 1 u E C3

, U E U2, u'11 O} .
これらの効用関数族は意思決定者の選好態度にとら

て重要な関数族である.U1は 明らかに意思決定者が

属性 レベル に対 して単調増大な効用を有 してい ること

を表わす関数族で あ り,U2は 単調 増大 な効用を有 し,

かつ リス ク回避的であ るための必要十 分条件 とな る関

数族 である ことが知 られてい る6).ま た,U3は 単調

増大 な効 用を有 し,か つ減少型 リス ク回避的であ るた

めの必要条件 となる関数族である こと も知 られ て い

る2).こ れ らの効用関数族 の もとで,SDは つぎのよ

うに定式化 され る.

【定義2】

あるi=1,2,3に 対 して,

E[u, F]>_E[u, G] for duE`UI

であ るな らば,i次 確率優位(i-th degree SD)の 意

味で分布Fは 分布Gよ り優位であ るといい,F≧iGと

表 わす.

定義2の 定式化 の もとで,SDに 対 す る条件(SD

則)が つぎのよ うに得 られてい る.

《定理1》

(a) F≧1Gが 成 り立つ のは

G(x)≧F(x) for ∀x［a,b］

で あるとき,か つ そのときに限る.

(b) F≧2Gが 成 り立つの は

 G(t)dt>_ F(t)dt for bx E[a, b] 
 a a

であ るとき,か つその ときに限 る.

(c) LF≧3Gが 成 り立 つのは

   G(t)dtdy>_ F(t)dtdy for "x E [a, b] 
 a'a a a

で あ り,μF≧ μGで あ る と き,か つ そ の と き に限 る.

こ こに,μ(・)は 分 布(・)に 関 す る平 均 値E[x,(・)]を

表 わす.

(証 明)

(a), (b)に 関 して は 参 考 文 献1), 3)を,(c)に 関

して は参 考 文 献2), 3)を 参 照. (証 明終)

定 理1の(a), (b)お よ び(c)の 関 係 を そ れ ぞ れ

FSD則(First-degree SD Rule), SSD則(Second-

degree SD Rule)お よびTSD則(Third-degree SD 

Rule)と 呼 ぶ.

3. 統 計 的 優 越 構 造

本 節 にお いて は,法 定 に お け る考 察 箪 囲が 互 い に排

反 なn個 の 自然 の状 態Nk, k∈K={1,2,…,n},に 分

割 で き るが,各 自然 の 状 態Nkの 生 起 確 率Pk, k∈K,

は不 完 全 情 報 しか 得 られ な い とい う情 況 の 決 定 問 題 を

考 察 す る.

自然 の状 態Nkが 生 起 した ど き に,代 替 案A∈A

ま た はB∈Aを 選 択 し て い た 意 思 決 定 者 が 得 る 効

(注1) これ らの端点が無限大の開 区間,ま たは一方 の端点

が無 限大 の半開 区間で あって もよい.
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用(注2)をUARま たはUBk, k∈K,と す ると,代 替案

Aお よびBに 関す る期待効用E［A］ お よびE［B］ は

E[A] = ~: PkUk, E[B]= PkUB 
        k=1 k= -1 

で与え られ る.こ こで,自 然の状態の生起確率Pkに

関 して完全 な情報 は得 られないが,部 分的情報 と して

Hk~ ~k ~Lk for k=1, 2, ~•~, n-1 (1)  ~P
k+,

の よ うな最大 生起比Hkお よび最小生起比Lkが 得 ら

れ るものとす る.た だ し,Hkお よびLkは 非負 の定

数であ る.Hk=∞(k=1,2,…,n-1)と お い た 場合

は,最 大生起比 に関す る情報が得 られていな いことを

意 味 し,Lk=0(k=1,2,…,π-1)と お いた場合 は,最

小生起比 に関す る情報 が得 られていない ことを意味す

る.Fishburnら4),5)はPk-Pk+1≧0(k=1,2,…,n-

1)の 状況を考察対象 と してお り,こ の状況 はHk=∞, 

Lk=1と した(1)式 の特別 な場合であ る.

(1)式 の生起確率 の不 完全情報の もとで,統 計的優

越 構造をっ ぎのよ うに定式化す る.

【定義3】

最大生起 比Hkお よび最小生 起比Lk(k=1,2,…,

n-1)の 所 与の もとで,

E[A]>E[B]

で あ るな らば,H=(H1,H2,…,Hn-1),L=(L1,L2,…,

Ln-1)で の 統 計 優位(Statistical Dominance)の 意 味

で 代 替 案Aは 代 替 案Bよ り優位 で あ る と い い,AHL≧

B［H=(H1,H2,…,Hn-1), L=(L1,L2,…,Ln-1)］ と表

わ す.

定 義3の 定 式 化 の も と で,統 計 的優 越 構 造 に対 す る

条 件 が つ ぎの よ う に得 られ る.

《定 理2》

所 与 の最 小 生 起 比Lk(k=1,2,…,n-1)に 対 して,

j-1/j-1 II L
k (UA-UB)+(U;-UB)>0 

i=1 k=i 
                   for VjEK (2)

が 成 り立 つ な らば,AHL≧B［H=(∞,∞,…,∞),L=

(L1,L2,…,Ln-1)］ で あ る.た だ し,П0k=iLk=0と す

る.

(証 明)

n次 元 ベ ク トルP, Dを そ れ ぞ れP=(P1,2,…,

Pn)T, D=(UA1-UB1,UA2-UB2,…,UAn-UBn)Tと し,正

則 なn次 正 方 行 列 をMと す る と,

E[A] -E[B] =PTD 
         _ (MTP)TM 'D (3)

が 成 り立 つ.た だ し,(・)Tは(・)の 転 置 を,(・)-1は

(・)の 逆 行 列 を 表 わ す.こ こで,正 方 行 列Mを

M-

    1 0...... 

-L~ 1 

  0 -L2 1

0 -L~-1 1

(4)

とお くと,

(MTP)T`(P1_L1P2, P2-L2P3, ..., 

         P~-1-L~-1P, P~)

となる・最小生起比Lkの 定義,(1)式,お よび生起

確率 の条件,1≧Pn≧0,に よ り,ベ ク トルMTPの 成

分 はすべて非負であ る.し たが って,ベ ク トル.M-1D

の成分がすべて非 負,す なわち(2)式 が成 り立つ な ら

ば,(3)式 よ り

E[A]一E[B]>0

が成 り立つ. (証明終)

最小生起比をLF1(k=1,2,…,π-1)と お くと,

(2)式 は

            for djEK (5) 
i=1

と な る.こ の(5)式 はFishburnの 定 式 化 に対 し,彼

がAbe1の 恒 等 式 を 用 い て導 出 し た 条 件4),5)で あ る.

［系1］

所 与 の最 大 生 起 比Hk(k=1,2,…,n-1)に 対 して,

         n i_ll\ 

              i=.P+1 k-j 

                     for e'jEK (6)

が 成 り立 つ な らば,AHL≧B［H=(H1,H2,…,Hn-1), 

L=(0,0,…,0)］ で あ る.た だ し,П(1/)=0と す

る.

(証 明)

(4)式 のn次 正 方 行 列Mを

M'=

1-10   11
1

H2

1 

  Hn-1

(7)

に置換え,最 大生起比Hkが 非負 の定数で あるこ とを

用 い ることによ り,定 理2の 証 明 と同様 な議論 によっ

て系1が 成 り立つ. (証明終)

(注2) 本論文では,期 待効用最大化の規範に基づいている
ため効用としているが,本 節の理論は統計的決定理論で

の期待利得最大化の規範に対 しても同様に成 り立つ.
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4. S-S優 越 構 造

本節で は,効 用関数 な らびに確率分布 が共 に部分的

情報のみ しか得 られな いとい う情況下 での意思決定支

援手法 と して,SDと 統計 的優越構造を結合 させ たS-

S優 越構造を定式化 し,考 察す る.

決定 における考察範 囲が互 いに排反 なn個 の 自然 の

状態Nk, k∈K,に 分 割 され,各 自然の状態Nkの 生

起確率をPkと す る.さ らに,代 替案A∈Aお よび

B∈Aに より付与 され る考察 範囲全体に対す る確率分

布を それぞれFお よびGと し,自 然の状 態Nkに 対す

る条件つ き確率分布を それ ぞれFkお よびGkと す る と,

F= r kFk, G= FkGk (8)
    k=1 k=1

と な る.し た が って,Von Neumann-Morgenstern

の意 味 で の効 用 関数 をu (x)と す る と,代 替 案Aの 期

待 効 用E［A］ は

E[A]=E[u, F] 

    =E[u, PkFk] (9)
            k-1

で与 え られ る.代 替案Bの 期待 効用E ［B］も同様 な形

で与 え られ る.S-S優 越 構造の意思決定状況 として,

(a)各 自然の状態に対す る条件つ き確率分布Fk, Gk

は完全情報 と して得 られるが,自 然の状態の生 起確率

Pkは 完全情報 と して は得 られ ず,(1)式 で定義 され

る最大生起比Hk々 または最小生起 比Lkと い う部分的

情報のみが得 られ る,(b)効 用関数に関 して も完全情

報 は得 られず,意 思決定者 の リス クに対 す る選好態度,

す なわ ち,定 義1の どの効 用関数族 に属 しているか と

い う部分的情報のみが得 られ るもの とす る.こ のよ う

な意思決定状況 は実際多 くの不確実性下 の意思 決定問

題 に見受 けられ る状況 であ る.た とえば,将 来 の経済

活動 または生産活動 に対す る意思決定問題において,

考察範 囲全体が景気動 向などによ ってい くつかの 自然

の状態 に分割 され,各 自然 の状態に対 す る過去 の実績

と将来 の景気動 向な どに対 す る予測 に基づいて,将 来

の確率分布が決定 される.し たが って,過 去の実績 に

関す る情報 は完全情報 として得 られ るが,将 来 の予測

に関 しては多分 に主観 的要 素が入 り,完 全情報 として

得 がたい.

上記(a), (b)の 意思決定状 況の もとで,S-S優 越

構造をつ ぎの よ うに定式化 す る.

【定義4】

最大生起比Hkお よび最小生起比Lk(k=1,2,…,

n-1)の 所与 の もとで,あ るi=1,2,3に 対 して

E[u, F]>_E[u, G] for duE`Ui (10)

で あ るな らば,H=(H1, H2,… ・Hn-1)・L=(jL1・L2,….

Ln-1)で のi次S-S優 位(i-th degree S-S Domi-

nance)の 意 味 で,分 布Fは 分 布Gよ り優 位 で あ る と

い い,FHL≧i(;! [.H=(Γ71∫H2,・ ・。,1), L=(L1, L 2,

… ,Ln-1)]と 表 わす.

定 義4の 定 式 化 の も とで,定 理1お よ び定 理2を 用

い る こ と に よ り,S-S優 越 構 造 に対 す る条 件 が つ ぎ の

よ う に得 られ る.

《定 理3》

所 与 の最 小 生 起 比Lk(k=1,2,…n-1)に 対 して,

-1/j-1 
(a) II Lk {Gl(x)-Fz(x)} 

      l=1 k=l

+ {G;(x)-F;(x)} >_0 

   for dxE[a,b], djEK

が 成 り立 っ な ら ば,.≧1G[H=(∞ ・,… ・∞)L=(L1,

L2,…,Ln-1)]で あ る.

      j-1 j-1 x 
(b) II Lk {G1(t)-Fl(t)} dt 

      l=1 k=l a

x 

+ {G;(t)-F;(t)}dt>_0

 for dxE[a,b], '1jEK

が 成 り 立 つ な ら ば,;≧2G[H=(・ ・,_,・),=(・L1。

L2,…,L。 一1)]で あ る.

(c) )  {G1(t)-F1(t)}dtdy
      l=1 k=l a a

+ {G(t) -F;(t)}dtdy>_0 

が成 り立 ち,か つ

for "xE[a,b], djEK

j-1 j-1 
    11 Lk {flFl-iGl} + {fIF,-fJGj} ~O 

l=1 k=l 

                      for djEK

が 成 り立 つ な らば,≧3G[H=(・ ・,…,∞),L=(L1,

・L2,…,L・－1)]で あ る.た だ し,μ(・)=E[x,(・)]で あ

り,rI2-zl0と す る.

(証 明)

まず,(a)に つ いて 証 明 す る.定 理1(a)お よ び

(8)式 よ り,;≧1G[「=(∞,… ∞),L=(L1,L2,

…, Ln-1)］ が 成 り立 つ た め の 必 要十 分 条 件 は

 n n 

  PkGk(x)>- PkFk(x) for dx E [a, b] 
k=1 k=1 

                        (11)

で あ る.こ こ で,ベ ク トルPお よ び 関 数 ベ ク トル

R(x)を それ ぞ れP=(P1,P2,…,Pn)お よび

R(x)= [Gi(x)- Fi(x), G2(x)-Fa(x), 

    Gn(x) - Fn(x)]T

と置 くと,(11)式 は

-45-



484 昭和58年6月 計測 自動制御学会論文集 第19巻 第6号

PTR(x)>0 for dx E[a, b] (12)

と な る.し たが って,(4)式 の 正 則 なn次 正方 行 列M

を 用 いて,定 理2と 同様 に議 論 す る こ とに よ り,定 理

3(a)の 条 件 が 成 り立 っ な らば,式(12)が 成 り立 つ.

定理3(b)に 対 して は,定 理1(b)お よ び(8)式 よ

り,F≧2G[H=(∞,…,1),L=(L1,L2,…,Lπ1)]

が 成 り立 つ た め の必 要 十 分 条 件 は

  Pk {Gk(t)-Fk(t)}dt>_0 for dxE[a,b] 
k=1 a

で あ るか ら,関 数ベ ク トルR(x)を

R(x)= {G1(t) -Fl(t)}dt, {G2(t)-F2(t)}dt , 

... , {Gn(t)-Fn(t)}dt 

と お く.こと に よ り,(a)と 同様 に証 明 され る.

定 理3 (c)に 対 して は,定 理1 (c)お よ び(8)

式 よ り,FHJ≧3G[H=(∞,…,∞),L=(L1,L2,…,

Γ'・一・)]が 成 り立 つ た め の必 要 十 分 条 件 は

  Pk {Gk(t)-Fk(t)} dtdy>_0 for ex [a, b] 
k=1 a a

かつ

  Pk {Fk-~lGk} ~O 
k=1

で あるか ら,関 数 ベ ク トルR1(x)お よ び 平均値ベ ク

季ルR2を それぞれ

R1(x)= {G1(t) -Fl(t)}dtdy, 

     {G2(t) - F2(t)} dtdy, 

          {G(t) - F(t)} dtdy               a a ]
および

R2=[~aFl ~aGl, flF2"fLG2, •••, flFn-/IGn]T

と お き,R1(x)お よびR2の そ れ ぞ れ に対 して,(a)

と 同様 に議 論 す る こと に よ り成 り立 つ. (証 明 終)

［系2］

所 与 の最 大 生 起 比Hk(k=1,2,…,n-1)に 対 して

(a) {Gj(x)-Fj(x)}

+
lI、t-11Hk=ゴH為{G(κ)一 恥)}≧ ・

for∀x∈[a,b],∀ ブ∈K

が 成 り 立 っ な ら ば,FHL≧1G［H=(H1,H2,…,Hn-1, L

=(0,…,0)]で あ る .

(b) {G;(t)-F;(t)} dt 

+ In 1 x{G1(t)-F1(t)}dt>_0 
 l=j+l k=jHk a

for dx E[a, b], V EK

が 成 り 立 つ な らば,FHL≧2G［H=(H1,H2,…,Hn-1),

L=(0,…,0)］ で あ る.

(c) {G(t) -F,(t)}dtdy 

   n 1_i 1 x y 

 l=j+1 k=jHk a•a

>_O for dxE[a,b], ejEK

が成 り立 ち,か つ

{~Fj _ ftGj} + [ - {aFt - f1G6} ~_O              l = j -}-1 k = jk 

                          for djEK

が成 り立 つ な らば,FHL≧3G［H=(H1,H2,…,Hn-1,

L=(0,…,0)］ で あ る.

(証 明)

定 理3の 証 明 に お い て,(4)式 のn次 正 方 行 列Mを

用 い る代 り に(7)式 のM′ を 用 い る と,ま った く同 様

に証 明 され る. (証 明終)

SDの 場合 に な ら って,定 理3の(a), (b), (c)ま た

は系2の(a), (b), (c)の 関係 を それ ぞれ1次S-S優

位 則(First-degree S-S Dominance Rule), 2次S-S

優 位則(Second-degree S-S Dominance Rule)お よ

び3次S-S優 位 則(Third-degree S-S Dominance 

Rule)と 呼 ぶ こ と にす る.

5. 適 用 例

本論 文 で提 案 したS-S優 越 構 造 の 意 思 決定 支援 手

法 と して の有 効 性 を検 証 す る た め に,定 理3お よ び系

2のS-S優 位 則 を株 式 投 資 銘 柄 決 定 問題 に 適用 す る.

ま た,S-S優 位 則 と比 較 す る た め に,定 理1のSD則

も同一 問題 に適 用 す る.

一 部 上 場 銘 柄 の 中か ら無 作 為 に 抽 出 した115社 を 株

式 投 資 対 象 とす る.各 銘 柄 のT年 期 に お け る年 間 収 益

率RTを

RT-(ST-ST-i)+DT (13)         S
T-i

と し,こ の年間収益率を評価属性 とす る.た だ し,ST

お よびDTは それぞれT年 期 にお ける株価終値およ

び配当金を表わす.し たが って,こ の年間収益率RT

は(T-1)年 の終値 で株 を購入 し,T年 の終値 でその

株 を売却 した ときの単位価 格当 りの総収益 を表わ して

い る.

株式投資銘柄決定問題 と してつ ぎのよ うな決定状況

を考 える.過 去(1969年 ～1980年)の 株価デ ータによ

る年 間収益率を基礎デ ータと して,次 期(1981年)の

年間収益率 に関す る確率分布 を予測 し,そ の確率分布
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Table 1 States of nature for each year

に よる期待効用が最大 となる銘柄 を 選定 す る.こ こ

で,SD則 に対 して は,ポ ー トフォ リオ選択論7)に し

たが って,次 期の確率分布 は過去 の年 間収益率の一様

分 布で近似で きるもの と仮定す る.一 方,S-S優 位則

に対 しては,考 察範囲を東証株価指数 の増加 および非

増 加の二つの 自然の状態 に分割 し,各 自然の状態 にお

け る次期の条 件つ き確率 分布 は過去の それ らの状態 に

お ける年間収益率の一様分布で近似で きるが,各 自然

の 状態 に対す る次期の生起確率 は未知であ るとす る.

自然の状 態Nj(j=1,2)に 属 す る年数 をYjと す る

と,SD則 に対す る決定状況 は,S-S優 位則に対す る決

定状 況において,各 自然 の状 態の生起確率 をそれ ぞれ

P1=Y1/(Y1+Y2), P2=Y2/Y1+Y2),す な わ ち生起比

をH1=L1=Y1/Y2と おいた特別 な決定状況であ り,

次 期の動 向に対す る考慮 はま った くな されていない状

況 となる.

東証株価指数 の増加を 自然 の状 態N1と し,非 増加

をN2と す ると,1969年 ～1980年 の各年 における自然

の状態 はTable 1の よ うにな ってお り,Y1=7, Y2=

5で ある.自 然の状態Ni(i=1,2)に 属す る年の年

間収益率を小 さい値順 に並 べか え た年間収益率を.xij

(i=1,2,j=1,2,…,Yi)と す ると,各 自然 の状態 に対

す る分布関数.Fi(xij)は

Fi(x)= f a(xd) for z=1,2, =1, 2, ..., Y; 
          L=1 

                         (14a)
こ こ に,

f (x)=

i     f
or xi=xl

0 otherwise

(14b)

で 与え られ る.投 資対象115銘 柄 に対 して,(14)式 で

Table 3 Efficient alternatives (company numbers)

S: Efficient alternative in the sense of Second-

degree S-S Dominance

T: Efficient alternative in the sense of Third-

degree S-S Dominance
*: Efficient alternative in the sense of TSD

-: Alternative dominated by others

付 与 され る各分布 関数を定理3ま たは 系2のS-S優

位則を適用す ると,種 々の最大生起比H1お よび最小

生起比L1に おいて,他 の銘柄によ って優越 されな い

効 率的代替案 の数 はTable 2の ようにな った.た だ

し,括 弧 内は115銘 柄か らの縮小率 を表わす.SD則

に よる効率的代替案の数 もTable 2の 最後 の列 に示

されてい る.ま た,2次S-S優 位則,3次S-S優 位

則 およびTSD則 による効率的 な銘柄 番号 の 一部 が

Table 3に 示 され ている.こ こで,自 然の状態の生起

確率 は次期 に対す る予測 にす ぎず,不 確定な もので あ

るか ら,「すべての最大 または最小生起比 に対 して効

Table 2 Efficient sets by first, second, third-degree S-S dominance rules and SD rules
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率的 な銘柄 であ ることが望 ましい」 とい う規 範を付加

す ることは,妥 当で あ ると思 われる.こ の規範 を付 加

す ると,Table 3よ り,2次 および3次S-S優 位則,

すなわち,リ ス ク回避 の意思決定者の選択すべ き銘柄

は,銘 柄 番号79の 唯一つ の銘柄 に絞 ることがで きる.

このよ うに,効 用関数な らびに確率 分布 の不完 全情報

に基 づ く意思決 定支援手法 として,S-S優 越 構造 の接

近法が有効で ある ことがわか った.

6. 結 言

期待 効用最大化の規範 に基づ く現実の意思決定問題

において,効 用関数の同定な らびに各 代替 案の確率分

布 の付与 は共 に困難 な課 題であ る.し たが って,決 定

にお ける考察範 囲を互 いに排反 な 自然 の状態 に分割 す

ることによって,各 代替 案の確率分布を主観確率 の部

分 と客観確率の部分 とに分 け,主 観確率 に対す る閾値

と意思 決定者の選好態度(効 用関数の部分的情報)に 基

づき,客 観確率 の構造比較 によ って代替案 の選好順 序

づけを行 うS-S優 越構造 の接近法 は,実 際の意思 決定

問題 に適用可能 な意思 決定支援手法 である.し か し,

あ くまで部分的情報 に基 づ い て い る 限 り,最 良の一

つの代替案を選定で きるとは限 らず,構 造上,他 の代

替 案に よって優越 されな い効率的な複数個の代替案が

選定 され る.こ の ことは,他 の不完全情報 に基づ く優

越構造 の場合 も同様であ るが,意 思 決定者 が直接 選好

判断を くださなければな らない 代替案 の 数 を 減少 さ

せ,後 の意思決定 をよ り容易 にす るという意味 での第

1段 階の意思決定支援手法 として特 に有効 となる.S-

S優 越 構造 では,確 率的優越構造 と異 な り,確 率分

布を主 観 もし くは予測の確率 と客 観確率 とに分離 して

考察す るため,構 造比較 に用い る(自 然 の状 態 にお け

る)条 件つ き確率分布 は容易に付与 され る.同 時 に,

株式投資銘柄決定問題の適用例 に見 られ るように,主

観 確率に対 する妥 当な副 次的規範を付加す ることがで

き,そ のよ うな規範 を付加す る ことによ り,リ スク回

避 の選好態度 に基づ き,115銘 柄 の中か ら最良 の1銘

柄を選定す ることが可能 とな る.し たが って,S-S優

越構造は少 な くとも確率的優越構造 より実用的で有効

な意思決定支援手法 であ ることがわか る.S-S優 越構

造 を幅広 い意思決定問題 に適 用可能 な意思 決定支援手

法 とす るため には,意 思決定者 の他 の選好態度(リ ス

ク志 向,増 加型 リス ク回避な ど)お よび多属性問題な

どに対す るS-S優 位則を今後開発す る必要 がある.

最 後 に,有 益 な ご討議,ご 助言 をいただいた甲南大

学 中山弘 隆助教授 に,ま た有益 な ご指摘 をい た だ き

ま した校閲者 の方 々に深 く謝意を表 します.
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